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;概　　況:

県内景気は､輸出が増勢を維持しているものの､
これまで牽引役であった生産や公共投資にやや変化

が窺われているうえ､個人消費や設備投資の自律的

回復力がなお弱い状況にあり､持ち直しのペースは

緩やかになっているo

すなわち､輸出は､米国向けや中国をはじめとす

る新興国や資源国向けを中心に増加を続けている｡
生産は､内外の在庫調整の進捗や政策効果を背景に

増加基調にはあるが､増加ペースは幾分鈍化してい
る｡また､公共投資は､頭打ちとなりつつある｡
一方､個人消費は､厳しい雇用･所得環境の下で､

各種対策の効果から耐久消費財の販売は好調である

が､大型小売店の売上げなどが減少しており､全体
として弱い状況が続いている｡また､設備投資､住

宅投資とも引き続き減少している｡

消費者物価(除く生鮮食品)は､経済全体の需給
が緩和した状態が続く中､前年における石油製品価

格高騰の反動などから､下落している｡

金融面をみると､このところ預金の伸びがほぼ横

ばいである一方､貸出の伸びはやや鈍化している｡

企業の資金繰りについては､一部の先で改善が続い

ているが､中小企業を中心としてなお厳しいとする

先が多い｡

;実体経済:

◎個人消費
個人消費は､各種対策の効果から耐久消費財の販
売は好調であるが､大型小売店売上高や旅行取扱高
が減少しているなど､全体として弱い状況にある｡

11月の大型小売店売上高(日銀調べ)は､数量や

単価の弱きを映じて前年比マイナスとなった｡その

後は､歳末商戦､新春初売りなどの機会を捉えて､

各社とも販売促進に取り組んでいる｡
12月の乗用車新車登録･販売台数は､減税や補助

金効果などから､普通･小型車を中心に前年比3割

増と8月以来前年比プラスとなった｡このところ自

動車メーカーの増産体制が整い､受注残の消化が加
速しているとみられる｡

家電販売額をみると､エコポイント制度などを背

景に､薄型テレビや冷蔵庫が大幅な増加を続けてい
るほか､パソコン関連も新製品投入から好調である

など､総じて堅調である｡

◎公共･住宅投資
11月の公共工事請負金額は､国や県の発注減少な

どから前年をやや下回り､頭打ちとなりつつある｡

11月の新設住宅着工戸数は､持家､貸家､分譲住

宅の減少から､前年を下回った｡

◎生産
生産は､内外の在庫調整の進捗や政策効果の持続
を背景として増加基調にあるとみられるが､一部の

菜種(電子部品･デバイスなど)では､これまでの

増加ペースがやや鈍化している｡こうした動きを映

じて､ 10月の鉱工業生産指数が4月以来6か月振り

に前月比マイナスとなった｡

◎雇用･所得環境
11月の有効求人倍率は､前月比横ばいとなり､依

然として低水準であった｡また､雇用者所得も減
少しており､引き続き厳しい雇用･所得環境にある｡

:物　　　価l

消費者物価(除く生鮮食品)は､経済全体の需給
が壌和した状態が続く中､前年における石油製品価
格高騰の反動などから､前年比2%程度のマイナス
が続いている｡

-　1金　　　融L---

◎預金･貸出

県内金融機関の11月末預金残高は､ 13兆8,062億

円､前年比26%増とほぼ前月並みの伸びとなった｡

また､ 11月末貸出残高は､ 7兆4β13億円､前年比17%

増と前月に比べ伸びがやや鈍化した｡

◎貸出約定平均金利

県内金融機関の11月末貸出約定平均金利(ストッ
クベース)は､2.410% (うち短期2.501%､長期2.345%)

と5月以来6か月振りの上昇となった｡

◎企業金融
企業の資金繰りは､一部の先では改善の動きが続
いているが､中小企業を中心としてなお厳しいとす

る先が多い｡

l企業増産:

12月の企業倒産(負債総額10百万円以上)は､前

月に比べ件数がやや増加する一方で､負債金額は減
少した｡
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鉱工業指数〔生産〕 ��3�2�"�▲19.8 �� 
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K･鉱工業指数､有効求人倍率は季節調整渚
倒産件数の対象は負債鎗額1,000万円以上
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